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１．事業概要

（１）

① 給　水

㎥/日

㎥

② 施　設　

㎥／日

③ 料　金

＜料金表＞

④ 組　織

（例）

＜組織体制＞

別添３－１

斐川宍道水道企業団　工業用水道事業経営戦略

事業の現況

現行の料金表については、以下の料金表のとおり。

11

千ｍ

契 約 水 量 5,606

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

供 用 開 始 年 月 日 平 成 2 年 6 月 1 日

水 源

団 体 名 ： 斐川宍道水道企業団

工業用水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現 在 配 水 能 力 11,500 ㎥／日

（令和7年3月31日時点）
⑴組織体制
　企業長：出雲市長　副企業長：松江市長
　事務局：事務局長、事務局次長、2課
⑵職員数・職種・年齢構成等
　職  員  数：12人（工業用水道事業での支弁人数：2名）
　職　　　種：事務職6名、技術職6名
　年齢構成：30代1名、40代2名、50代9名

平 成 2 年 6 月 1 日

計 画 期 間 ：

1

～

管 路 延 長

改定年月日

契 約 水 量

（税込）

超過料金

平成2年6月1日～ 49.5円/㎥49.5円/㎥ 55円/㎥

事 業 名 ：

5,606

一 日 平 均 配 水 量 4,462給 水 先 事 業 所 数 2

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

基本料金 特定料金

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

(管理課長兼務)

(課長1名含む)

会計係
（2）

収納係
（2）

配水係
（3）

施設係
（2）

企業長
（出雲市長）

副企業長
（松江市長）

事務局長
（1）

事務局次長
（1）

管理課
（4）

工務課
（6）



＜職員数・職種・年齢構成等＞

事務K職 技術職 合計

61歳～ 人 人 人

51～60歳 3人 6人 9人

41～50歳 2人 人 2人

31～40歳 1人 人 1人

～30歳 人 人 人

合計 6人 6人 12人

（２）

（３） 経営分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※　１．事業概要及び２．将来の事業環境を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。

※　計画期間内における具体的な取組・目標等を記載すること。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

施設の見通し

契約企業の施設増設による令和８年度からの供給量増に対応するため、令和7年度末までに井戸を新設する。

※　経営分析に用いる指標については、総務省が毎年度公表している「工業用水道経営指標」等を参考に各団体、各施設の実情に応じて適切なものを選択すること。

目 標

契約企業に工業用水を安定供給するため、維持修繕を中心に投資を行う。

令和７年度に井戸を新設。

料金収入の見通し

組織の見通し

令和8年度以降、契約企業の施設増により使用水量の増加を見込む。

　職員は構成市から派遣されているため、組織の見通し（人数の増減、人事異動）については、構成市の人事課に委ねられている。

　別紙、「経営比較分析表」のとおり

これまでの主な経営健全化の取組

水需要の予測

料金収入は、基本水量制により一定の収入を見込み、令和８年度以降の水需要の増により収入増を見込む。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

⑴民間活用
　維持管理業務の一部を民間委託（施設の巡回・監視、末端給水栓簡易水質検査、夜間休日の問い合わせ対応など）

⑵広域化
　島根県水道広域化推進協議会への参加

⑶上水道事業と一体化運営による管理経費等の縮減

決算 予測

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

有収水量 1,616 1,725 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020 2,020

単位；千㎥

決算 予測

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

給水収益 98.6 108.3 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6 119.6

単位；百万円



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

計画期間中の施設・設備の修繕費、改良費を平準化し、長寿命化を図る

施 設 の 共 用 化 施設、管路のうち、上水道事業で不要となったものを使用

料 金

資産の有効活用等（*）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　－

令和12年度以降で、管路更新費用に充てるための企業債の借入を検討する。

　－

　－民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　－

⑴人件費
　令和6年度の決算額を基準とした上で、直近の人事院勧告における給与改定率を反映した。

⑵委託料
　定例業務は令和6年度決算実績を基準とし物価上昇率を反映させた。

⑶動力費
　令和6年度決算値を基準とし、動力費高騰を考慮したうえで、配水量の推移を加味した。

⑷減価償却費
　既存分減価償却費に、投資計画で取得した資産の減価償却費を加算した。

繰 入 金

　－

　－

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　－

そ の 他 の 取 組 　－

企 業 債

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、
　検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標

現在の工業用水道サービス の レベルを保ちながら、契約企業への将来負担が過度に大きくならない水準で、かつ安定的な内部留保資金を確保
するための財源を確保する。

②　収支計画のうち財源についての説明

財源積算の考え方

基本水量制を維持し、純利益を確保することで将来の投資財源を確保する。
令和12年度から管路の更新が想定されるので、自己財源にくわえて必要最小限の企業債の借入により投資財源を確保する。



③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　－

経経営戦略の事後検証は毎年度の決算後に速やかに行い、経営状況を反映した収支計画の見直しを行う。

経営戦略の改定については、経営戦略の収支計画との乖離や他計画との内容の整合性を検証し、3～5年ごとに行う。
改定を行った場合は議会へ報告するとともに、ホームページ上に公表することで住民への周知を図る。経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項

そ の 他 の 取 組

動 力 費

職 員 給 与 費

委 託 料

修 繕 費

　－

大規模修繕費の平準化

　－

　－



0.03 0.04平均値 40.88 41.24 39.02 39.57 41.29平均値 55.38 56.07 55.87 56.81 57.34

全体総括

基本水量制により、安定した収入を得ることができ
ているので、今後も基本水量制を継続していく。
また、今後は事業開始時に整備した施設の経年化が
進んでいくことが見込まれるので、計画的に施設更
新を実施できるよう検討していく。

R04 R05 R06

当該値 0.00 0.00

平均値 0.12 0.31

R02

0.00

0.24

R03R06

0.00 0.00当該値 0.00 0.00 3.06 3.06 2.93当該値 48.90 51.68 54.23 55.98 55.93

R03 R04 R05R02 R03 R04 R05 R06 R02

2. 老朽化の状況

平均値 63.89 64.70 65.38 68.25 68.15平均値 44.67 41.71 47.02 47.40 47.60平均値 33.23 31.60 33.26 32.87 34.10平均値 96.49 101.92 98.05 100.19 99.63

当該値当該値 35.58 28.65 35.39 32.80 32.59 51.50 51.50 51.50 51.50当該値 44.27 42.87 37.02 41.08 38.80

R02R03 R04 R05 R06 R02

51.50

2. 老朽化の状況について

①減価償却率
配水管を一部除却したことにより、減価償却費の増
加分を除却による減少分が若干上回ったため、数値
はほぼ横ばいとなった。
②管路経年化率
経年化により、一部の管路が法定耐用年数を超過し
ている。
③管路更新率
今後、経年化率の増加が見込まれるので、計画的に
管路更新を実施するため検討していく。

R02 R03 R04 R05 R06 R02 R03 R04 R05 R06

当該値 126.47 157.07 127.14 137.20 139.22

R03 R04 R05 R06

平均値 444.01 413.29 408.48 383.72 356.59平均値 771.18 815.18 808.62 717.27 676.82平均値 68.38 66.13 70.21 67.70 65.61平均値 110.04 115.00 110.28 111.15 110.69

当該値当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00154.62

R03 R04

563.31 543.92 526.04 500.01 502.38当該値 275.83 310.87 907.35 616.03 954.21

R03 R04 R05 R06 R02R03 R04 R05 R06 R02R05 R06 R02

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率
営業費用の減により、数値が微増となった。
③流動比率
流動負債の減により、数値が増となった。
④企業債残高対給水収益比率
企業債償還が進んでいるため減少傾向にあるが、類
似団体及び全国平均を上回っている。
⑤料金回収率
供給単価の増により、数値が微増となった。
⑥給水原価
ほぼ横ばいとなった。
⑦施設利用率
配水量の減少により、数値が減少となった。
⑧契約率
新規供給先がないため、数値に変動なし。類似団体
及び全国平均を下回っている。R02 R03 R04 R05 R06

当該値 141.86 173.62 142.57 152.74

類似団体平均値（平均値）

- 43.8 2 5,922 その他 【】 令和6年度全国平均

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m3/日) 管理者の情報 －

グラフ凡例
法適用 工業用水道事業 11,500 小規模 1 4,462 ■ 当該団体値（当該値）

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m3/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m3)

経営比較分析表／団体全体（令和6年度決算）
島根県　斐川宍道水道企業団

【事業概要】
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①有形固定資産減価償却率(％)
【61.29】
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②管路経年化率(％)
【50.74】
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③管路更新率(％)
【0.20】
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③流動比率(％)
【439.16】
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④企業債残高対給水収益比率(％)
【227.97】
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⑤料金回収率(％)
【107.69】
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⑥給水原価(円)
【20.26】
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⑦施設利用率(％)
【52.31】
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⑧契約率(％)
【77.20】
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②累積欠損金比率(％)
【22.25】
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①経常収支比率(％)
【111.95】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 98,598 98,244 108,274 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597
(1) 98,596 98,244 108,274 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597
(2) (B)
(3) 2

２． 19,796 19,805 18,103 18,111 18,060 17,456 17,623 15,909 15,251 15,063 15,063 14,970
(1) 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

(2) 5,751 5,751 4,041 4,041 3,981 3,369 3,536 1,822 1,164 976 976 883
(3) 276 285 293 301 310 318 318 318 318 318 318 318

(C) 118,394 118,049 126,377 137,708 137,657 137,053 137,220 135,506 134,848 134,660 134,660 134,567
１． 70,044 83,492 89,285 91,708 95,972 97,186 102,029 103,829 104,699 106,234 108,034 97,254
(1) 9,786 20,161 20,756 21,352 21,948 22,544 22,847 22,847 22,847 22,847 22,847 22,847

4,879 10,112 10,411 10,709 11,009 11,307 11,460 11,460 11,460 11,460 11,460 11,460

4,907 10,049 10,345 10,643 10,939 11,237 11,387 11,387 11,387 11,387 11,387 11,387
(2) 32,856 32,341 25,213 25,770 26,332 26,889 26,849 26,849 26,849 26,849 26,849 26,849

16,782 17,285 17,789 18,292 18,796 19,299 19,299 19,299 19,299 19,299 19,299 19,299
593 610 629 646 664 681 681 681 681 681 681 681

15,481 14,446 6,795 6,832 6,872 6,909 6,869 6,869 6,869 6,869 6,869 6,869
(3) 27,402 30,990 43,316 44,586 47,692 47,753 52,333 54,133 55,003 56,538 58,338 47,558

２． 6,527 6,564 6,168 5,769 5,396 5,027 4,661 4,760 4,852 4,932 5,000 5,055
(1) 6,527 6,564 6,168 5,769 5,396 5,027 4,661 4,760 4,852 4,932 5,000 5,055
(2)

(D) 76,571 90,056 95,453 97,477 101,368 102,213 106,690 108,589 109,551 111,166 113,034 102,309
(E) 41,823 27,993 30,924 40,231 36,289 34,840 30,530 26,917 25,297 23,494 21,626 32,258
(F)
(G)
(H)

41,823 27,993 30,924 40,231 36,289 34,840 30,530 26,917 25,297 23,494 21,626 32,258
(I) 256,093 173,082 194,129 202,974 229,896 192,037 185,622 178,427 169,127 157,527 143,551 139,689
(J) 279,776 249,366 240,473 269,282 231,423 215,009 211,617 207,468 202,561 196,898 190,478 192,161

19,323 35,785 18,046 19,933 19,933 19,933 19,933 19,933 19,933 19,933 19,933 19,933
(K) 29,309 169,313 51,827 64,458 54,827 88,484 75,364 76,029 76,706 77,395 78,097 76,509

123,783 7,700 21,000 11,000 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000

677 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400
( I )

(A)-(B)

(L) △ 250,467 △ 80,054 △ 188,646 △ 204,824 △ 176,596 △ 126,525 △ 136,253 △ 131,439 △ 125,855 △ 119,503 △ 112,381 △ 115,652

(M) 98,598 98,244 108,274 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597 119,597

△ 254.0 △ 81.5 △ 174.2 △ 171.3 △ 147.7 △ 105.8 △ 113.9 △ 109.9 △ 105.2 △ 99.9 △ 94.0 △ 96.7

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和8年度

営 業 収 益

令和9年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 116.8259.7 176.2 179.3 169.7 192.2 160.6 155.2 149.2 141.4 131.7 120.0

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 28,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

２．

３．

４． 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

５． 66,000

６．

７．

８．

９．

(A) 34,231 72,231 6,231 6,231 6,231 6,231 26,231 26,231 26,231 26,231 26,231 26,231

(B)

(C) 34,231 72,231 6,231 6,231 6,231 6,231 26,231 26,231 26,231 26,231 26,231 26,231

１． 63,272 247,565 15,400 42,000 22,000 92,000 92,000 92,000 92,000 92,000 92,000 92,000

２． 23,905 27,780 28,182 26,779 26,110 26,479 25,136 25,216 25,881 26,558 27,247 27,949

３． 13,200 13,200 13,200 13,200 13,200

４．

５．

(D) 87,177 275,345 56,782 81,979 61,310 131,679 130,336 117,216 117,881 118,558 119,247 119,949

(E) 52,946 203,114 50,551 75,748 55,079 125,448 104,105 90,985 91,650 92,327 93,016 93,718

１． 47,491 69,604 39,274 40,544 43,712 44,385 48,796 38,668 39,009 39,355 39,705 40,062

２． 111,004 9,877 31,386 9,367 72,699 36,945 34,112 34,597 35,094 35,602 36,120

３．

４． 5,455 22,506 1,400 3,818 2,000 8,364 8,364 8,364 8,364 8,364 8,364 8,364

(F) 52,946 203,114 50,551 75,748 55,079 125,448 94,105 81,143 81,970 82,813 83,671 84,546

10,000

(G) 66,000 52,800 39,600 26,400 13,200

(H) 495,327 467,547 439,365 412,586 386,476 359,997 354,861 349,645 343,764 337,206 329,959 322,010

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769 13,769

6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231 6,231

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

令和16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度令和8年度令和7年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和15年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和14年度 令和15年度 令和16年度

他 会 計 負 担 金

令和17年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度


